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◯松野委員 自殺予防対策並びに情報のバリアフリー化等について尋ねる。まず、自殺予防

対策について、警察庁の調査によると、2009 年の自殺者数は前年より 504 人上回る３万

2,753 人と過去５番目に多く、12 年連続して３万人を超える異常事態が続いている。山一証

券が破綻するなど金融危機が深刻化した 1998 年に年間自殺者数が初めて３万人を超え、決

算期に当たる年度末の３月には 3,200 人が命を絶っている。長引く不況にあえぐ日本経済

下、失業率は５％前後と高どまりし、雇用不安は常態化してしまっている。現下の状況が自

殺問題に大きく影響していることは論を待たないが、問題はそう単純ではなく、さまざまな

要因が複雑に絡み合っていると思われる。そこで、自殺予防対策について具体的に尋ねるが、

22 年度の自殺予防に関する予算額と主な内容はどうか。 

△保健福祉局長 22 年度の自殺対策に関する予算は 1,839万 7,000 円であり、主な内容は、

自殺の主たる要因の１つと言われるうつ病対策として、各区及び各校区におけるうつ病予

防教室の実施やうつ病に関する正しい知識の普及啓発などに加え、22 年度の新たな取り組

みとして、弁護士、司法書士、精神保健福祉士など各種専門職のチームによる相談会の開催

やインターネットを活用した相談支援などに取り組むこととしている。 

◯松野委員 21 年度補正予算における地域自殺緊急強化基金の概要はどのようなものか。

また、自殺対策強化月間での具体的な取り組みを尋ねる。 

△保健福祉局長 地域自殺対策緊急強化基金については、平成 10 年以降年間自殺者数が急

増する中、昨今の厳しい経済情勢を踏まえ、地域における自殺対策の強化が喫緊の課題とさ

れ、国からの交付により都道府県単位で地域自殺対策緊急強化基金が造成されている。本基

金については、実施期間が 21～23 年度の３年間とされており、全額国庫補助事業として、

各自治体が地域の実情を踏まえ実施するものとなっている。次に、自殺対策強化月間につい

ては、国が本年２月に例年自殺者数の多い３月を強化月間と定めたもので、全国的に普及啓

発活動の取り組みが主であり、県が市営地下鉄に相談窓口を示した中つり広告を掲載する

など、広報啓発活動を行っている。本市の取り組みとしては、９月 10 日が世界自殺予防デ

ーであり、例年９月を自殺予防推進月間として、市民啓発のための講演会や相談支援者のた

めのワークショップなどを行う福岡市自殺予防フォーラムを開催するとともに、九州各県

の精神保健福祉センターと共同で自殺予防相談ダイヤルを開設している。また、12 月には

市民を対象にうつ病に関する講演会を実施している。 

◯松野委員 過去５年間の全国と本市の自殺者数の推移と位置づけ、並びに、民間団体の自

殺実態白書において早良署管内が自殺者第２位であったことについての所見を伺う。 

△保健福祉局長 過去の自殺者の推移については、平成 21 年の自殺者数は確定値がないが、

平成 16～20 年にかけて、全国では３万人以上、本市は 300 人以上の水準で推移しており、

人口 10万人に対する自殺者数の割合を示す自殺率については、平成 20年において国 24.0、

本市 22.9 となっており、全国よりやや低いものとなっている。次に、警察署別の自殺者数



については、警察による統計手法が住所地でなく発見地によるものとなっているが、発表さ

れた警察署別自殺者数は平成 16～18 年の３年間のものであり、早良署管内の自殺者数は平

成 17 年までは現在の西署管内を含んでおり、管内人口が全国有数の警察署であったことか

ら、自殺者数も多い結果となったものと考えている。 

◯松野委員 自殺の原因は多い順にどうなっているか。 

△保健福祉局長 県警の調査によると、本市における平成 20 年の自殺の原因については、

全国と同様の傾向にあり、健康問題、経済・生活問題、家庭問題、勤務問題の順となってお

り、特に健康問題の割合が高く、全体の約３分の１を占めている。健康問題の中では、うつ

病を含む精神疾患の悩みの割合が高いとされている。 

◯松野委員 県警の調査では健康問題が全体の３分の１となっているが、2008 年度の自殺

対策白書によると、全国的には自殺原因が特定できたうち動機の６割以上が健康問題で、経

済・生活問題は３割程度にとどまり、失業、倒産、多重債務、長時間労働などの社会的要因

に加え、健康や生活などさまざまな要因が複雑に関係して、追い込まれた末の死であると指

摘している。2006 年に国や自治体の責務を規定した自殺対策基本法が成立し、2016 年まで

に自殺者を 20％減らす目標を盛り込んだ自殺総合対策大綱が閣議決定されているが、本市

の自殺対策総合計画の内容を尋ねる。 

△保健福祉局長 本市の福岡市自殺対策総合計画については、国の自殺対策基本法、自殺総

合対策大綱に沿う形で、福岡市自殺対策協議会を中心に平成 21 年３月に策定している。本

市の自殺者数を、平成 17 年の 321 人から平成 28 年までに 20％減の 256 人以下とするた

め、厚生労働省や警察資料を用いて、本市における自殺の現状について全国の傾向と比較し

ながら分析し、医療・労働・地域・学識・警察など関係機関の代表者で構成する福岡市自殺

対策協議会の各団体などが実施する自殺予防の取り組みを具体的に掲げ、各機関が連携し

て自殺対策を推進していくこととしている。 

◯松野委員 自殺率日本一の秋田県が 2000 年から予防対策に着手した結果、自殺率を大幅

に下げたように、今後、本市としての取り組みが大変重要である。また、自殺予防の中で、

再発防止が大変重要な意味を持っている。岩手医科大学では高度救急救命センターを併設

し、精神科医が 24 時間常駐している。年間搬送約 3,000 人のうち自殺未遂者 220 人全員を

内科医、外科医と精神科医が連携して治療に当たり、自殺の再発防止を主眼に取り組んでい

る。同センターに設置された医療福祉相談室では、精神保健福祉士、社会福祉士などの医療

ソーシャルワーカー９人が身体科医、精神科医と連携し、多重債務の場合、借入先リストの

整理や弁護士事務所までの同行、アパートやグループホームの転居の調整から生活保護の

申請まで、退院後も地域で安心して暮らせるようきめ細かな相談と支援を行っている。救急

センターに精神科医が常駐し、ソーシャルワーカーと連携しているのは、全国でも岩手医科

大学と横浜市立大学の救急センターの２カ所である。医療分野の人材確保や医療関係者へ

の情報提供や研修が大変重要となるが、本市の取り組みの中で、大学病院や医療関係者との

ネットワークの構築に具体的にどう取り組んでいくのか。また、医療分野の人材確保に本市



はどのような役割を担うつもりなのか。 

△保健福祉局長 自殺の事前予防だけでなく、自殺未遂者の再度の自殺を防ぐことも重要

であるため、福岡市自殺対策総合計画では、救急医療と精神科医療との連携強化、退院後の

相談支援体制の整備などを進めていくこととしている。大学病院等とのネットワーク構築

に関しては、現在、福岡大学救命救急センターで自殺未遂者の調査研究が行われており、こ

れらの取り組みと連携しながら、自殺対策協議会等において地域での効果的な支援のあり

方を検討していく。また、自殺対策に関する医療分野の人材確保については、21 年度より

かかりつけ医うつ病対応力向上研修を実施するとともに、９月に開催する自殺予防フォー

ラムでの自殺未遂者支援のワークショップ開催など、関係機関担当者の人材養成等に努め

ている。 

◯松野委員 全国的に精神科医が不足する実態を改善するため、2008 年度から精神科を専

門としない医師を対象にかかりつけ医のうつ病対応力向上研修が始まり、各地で取り組み

が始まっているが、21 年度補正予算に計上されていた地域医療再生基金 3,100 億円が、残

念ながら現政権により大幅削減されてしまい、医療関係者も大変残念がっていた。次に、う

つ病の概要はどのようなものか。また、本市職員並びに教職員対象のメンタルヘルス事業に

ついて、その取り組み内容及び予算額を尋ねる。 

△保健福祉局長 うつ病の概要については、精神疾患の国際分類によると気分障害に分類

されており、気分の沈み込みなどの気分の障害や、やる気が出ないなどの意欲の障害、考え

が回らないなどの思考の障害、さらには不眠や食欲低下などの身体症状があらわれ、日常生

活にさまざまな支障を来す精神疾患とされている。うつ病は一生のうち５～15％程度の人

がかかる可能性がある病気とされており、以前は精神疾患の中では治りやすい病気の１つ

とされていたが、最近は病状が多様化しており、治療が長期にわたるものや、従来の薬物療

法のみでなく、心理療法である認知療法など、さまざまな治療法や対応が必要なものも増加

しているとされている。 

△総務企画局長 本市職員のメンタルヘルス事業については、心の病で長期に休む職員が

増加している現状を踏まえ、より一層のメンタルヘルス対策推進を目指して、平成 20 年３

月に福岡市職員心の健康づくり計画を策定し、予防から再発防止に至るまでのさまざまな

施策に取り組んでいる。22 年度は、これまでに引き続き、管理監督者を初めとする職員や

職場に対する研修・啓発、健康相談室での相談業務及び長時間労働者への産業医による面接

指導に取り組むほか、定期健康診断時のストレスチェックの実施など、予防や早期発見、早

期対策に努めていく。また、病気休職者に対する円滑な職場復帰と病気の再発防止のための

対策として、休職中の職員を対象に、職場適応性や職務遂行能力の回復を支援するリワーク

研修や、復職後の一定期間、業務量の配慮などを行う復職後サポートについても充実してい

く。これらメンタルヘルス事業の予算額は、総額 2,374 万 4,000 円である。 

△教育長 教職員対象のメンタルヘルス事業については、早期発見、早期対応を図るため、

学校に専門家を派遣してのメンタルヘルス職場研修や管理職対象のメンタルヘルス研修、



長時間労働者への医師による面接指導、相談事業を実施しており、22 年度には、新たに心

の健康づくりの手引の作成・配付やストレスチェックを実施することとしている。また、精

神疾患による休職者の円滑な復職を支援するため、職場復帰訓練の実施や教職員健康管理

専門員によるサポート、復職者の勤務負担軽減のための復職支援非常勤講師の配置などを

引き続き実施していく。これらメンタルヘルス事業の予算額は、関連事業を含め、総額 2,494

万 9,000 円である。 

◯松野委員 公明党は、2008 年４月にうつ対策ワーキングチームを設置し、関係団体や専

門家との意見交換を重ね、うつ病に対する理解を広げ、早期発見、早期治療を目指す、患者

の受診率を欧米並みの５割以上に引き上げる、この２点を骨子として政府に提言を行い、う

つ病対策を積極的に推進してきている。本市でも、2006 年に我が会派議員がうつ病対策充

実に向けた体制整備を当局に求めたところである。自殺の再発防止に並んで重要であるう

つ病支援に関し、復職支援プログラムで最先端の取り組みを行う東京都立中部総合精神保

健福祉センターを訪問し、このコースを立ち上げた菅原誠先生に話を伺ってきたが、同セン

ターでは、平成 17年から週４回、全日のデイケアという大規模なうつ病休職者の復職支援、

うつ病リターンワークコースを開始し、20 年度修了者 83 人中 75 人が復職、転職に成功し

ている。対象者は都内在住、在勤者でうつ病で休職をしている人で、主治医による診療情報

提供書が必要だが、各種保険や自立支援医療制度も活用できるため、自己負担は少なくなっ

ている。オフィスワーク、作業療法、認知療法、グループミーティングなど復職のためのリ

ハビリテーションプログラムには、職務遂行能力を回復させる、再発に備えた対処法、自分

を客観視するための認知行動療法など３つの重要なファクターが盛り込まれている。さら

に、運動療法やキャリアアップセミナー、ストレスマネジメント、グループミーティングで

は、同病者同士が話し合ううちに気づきが生まれ、園芸、料理、音楽演奏などの趣味づくり

まで実に多彩である。これらの重層なプログラムよりも重視しているのが画一的な支援に

ならないための個別支援であり、頻繁に面接を行い、方向性を確認しながら、じっくり時間

と手間をかけて取り組んでいる。しかしながら、休職しているうちに解雇になる例も年々ふ

えてきており、復職支援を実効性あるものにするためには、社会全体への啓発も大変重要で

ある。精神科医療的なリハビリテーションと職業訓練的なリハビリテーションを組み合わ

せた支援内容は、医療機関だけでは簡単にできる支援内容ではない。今改めて全国の自治体

が自殺対策、うつ病対策に力を入れ始め、具体的事例も数多く紹介されている。市民の命を

守るために、行政がどこまで市民１人１人の側に立った真剣な取り組みができるか、ある意

味、本気度が試されており、市民１人１人が安心して受けられる復職支援を本市は提供すべ

きであり、本市の精神保健福祉センターや関係機関が独自にうつ病リワーク事業などの取

り組みを積極的に推進する必要があると思うが、所見を伺う。 

△保健福祉局長 うつ病に関する復職支援については、現在、市内の複数の精神科クリニッ

クや国の独立行政法人福岡障害者職業センターにおいて、復職支援、いわゆるリワークプロ

グラムが実施されている。本市としても、復職支援は重要なものと認識しており、精神保健



福祉センターにおいても独立行政法人労働者健康福祉機構の福岡産業保健推進センターや

医療機関等と連携しながら、これらの取り組みの周知と普及を図るなど、うつ病休職者の支

援に努めていく。 

◯松野委員 菅原先生は、「社会にいるほうが再発しづらい面もあり、自殺予防の観点から

も社会復帰が望ましい。」し、「復職が可能な状態かどうかは何らかの作業をしてみないとわ

かりません。医療機関でもなく、企業の部門でもない、当センターのような公的な機関が第

三者の目で評価することに意義がある。」と語っている。ある報告では、うつ病患者の４分

の３が病院で受診しておらず、病気であることさえ気づかずに必要な治療や助言を得られ

ないまま、社会から放置されているとされ、また、精神科医の不足から、受診時間が短いた

めに十分な治療が受けられないなどの現状から考えても、本市機関がうつ病対策に果たす

べき社会的責任は非常に大きいと思われ、本市の精神保健福祉センターについては、研究と

同時に、実践にも重きを置いてほしい。本市の今後の取り組みによる実績に注目したいと思

うが、うつ病の根本的治療法がまだ解明されない現状で、最初の誤った診断による間違った

治療、投薬は、その後の再発に大きく影響する。先日、東大病院が光ポトグラフィーと呼ば

れる最新の機械を使ってうつ病を診断するための新たなプログラムを始めており、この装

置を使用すると、うつ病、躁うつ病、統合失調症がほぼ確実に診断できると紹介されていた。

うつ病のメカニズム解明や対策を本市が社会的使命として推進するため、健康・医療・福祉

の連携による先進的モデルづくりを進めるアイランドシティにおいて、精神疾患における

最先端事業研究機関誘致などを推進すべきと提案しておくが、自殺予防、うつ病対策に対す

る市長の所見を伺う。 

△市長 自殺については、全国で毎年３万人、本市でも 300 人を超える水準で推移してお

り、大変大きな社会問題であると認識している。昨年３月に福岡市自殺対策総合計画を策定

し、現在取り組みを進めており、今後も、自殺の主な要因の１つと言われるうつ病の予防や

早期発見に努める必要があると考えている。精神保健福祉センターを中心とした医療体制

や連携の充実は、これから進めていくべきテーマと思っており、また、アイランドシティへ

の新たな機関の誘致については、研究していきたい。 

◯松野委員 次に、情報のバリアフリー化について、我が国には 31 万人以上の視覚障がい

者が存在し、その 87％以上が点字を読めないのが現状で、活字文字への情報アクセスが非

常に困難となっている。平成 16 年に改正された障害者基本法第３条３項に、「何人も、障害

者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為をしてはな

らない。」と規定されているが、現状は情報提供の面で非常におくれていると言わざるを得

ない。まず、視覚障がい者や高齢者を含むすべての市民が平等に情報を入手し、利用できる

仕組み、すなわち情報のバリアフリー・ユニバーサルデザインについて尋ねるが、22 年度

における本市の情報バリアフリー化に関する主な事業の中で、視覚障がい者に対する具体

的な取り組みを尋ねる。 

△保健福祉局長 視覚障がい者に対する情報バリアフリー化に関する主な取り組みについ



ては、保健福祉局においては、障がい者に福祉用具を給付する日常生活用具給付事業として、

活字文書読み上げ装置や拡大読書機などの給付、点字図書館での定期刊行物の点字化・音声

化を行っており、それ以外では、市政だよりの点字版・音声版の配布を初め、区役所の福祉

関係部署において通知文を送る際に、事前の電話連絡や郵便物の一部を点字化するなど、き

め細かな情報提供に取り組んでいる。 

◯松野委員 本市の身体障害者手帳を所持する視覚障がい者数及び障がい等級、また、毎年

の新規認定者数を尋ねる。 

△保健福祉局長 本市における身体障害者手帳を所持する視覚障がい者数及び障がい等級

内訳は、平成 21 年 12 月末現在で視覚障がい者数 3,761 人、障がい等級内訳は１級 1,550

人、２級 1,045 人、３級 250 人、４級 254 人、５級 445 人、６級 217 人である。また、毎

年の新規認定者数は、18 年度 157 人、19 年度 154 人、20 年度 151 人である。 

◯松野委員 身体障害者手帳を所持する視覚障がい者の発症年齢の傾向、失明の原因とな

る主な疾病は何か、その疾病の傾向性はどうなっているのか。 

△保健福祉局長 本市が平成 17 年に実施した実態調査及び身体障害者手帳申請書による

と、視覚障がい者のうち障がいの状態となった年齢は、５歳までが 22.4％、６歳から 19 歳

が 10.2％、20 歳以上が 67.4％であり、失明原因の上位を占めているのは、緑内障、糖尿病

性網膜症及び網膜色素変性症である。また、緑内障と糖尿病性網膜症は 50 代からの申請が

急激に増加する傾向にある。網膜色素変性症は、他の原因に比べ若年齢層からの申請が最も

多い状況であるが、年齢が高くなるにつれて増加していく傾向もある。 

◯松野委員 本市における点字を利用できない視覚障がい者の人数もしくは割合はおよそ

どれくらいか。 

△保健福祉局長 点字が利用できない視覚障がい者については、身体障害者手帳を持つ障

がい者 3,761 人に対し、直近の市政だよりの点字版利用者が 251 人であることから、視覚

障がい者のうち９割を超える人が点字を利用できないのではないかと推測している。 

◯松野委員 中途失明者の多くが中高年以降に発症するということの影響だと思うが、本

市の約 3,700 人の視覚障がい者の中で点字が利用できる人は全体の１割程度で、９割の人

が点字を利用できない実態のようだが、視覚障がい者の情報収集のニーズや課題について、

どのような認識を持っているのか。 

△保健福祉局長 視覚障がい者の情報収集のニーズや課題については、視覚障がい者の団

体からは、本市からの通知文の点字化や音声化、代筆代読派遣サービス事業の開始等が要望

として上がっており、視覚障がい者が情報を収集するに当たって非常に困難な状態がある

ことは理解している。このため、視覚障がい者に対する情報バリアフリー化に向けた一層の

支援が必要と考えている。 

◯松野委員 視覚障がい者は情報を確認する際、家族や他人に読んでもらう必要がある。し

かし、プライバシー情報である税金、預金、年金、公共料金等の生活情報の取得については、

家族ならばいざ知らず、他人に読ませる、もしくは他人が読むことには、互いに抵抗感があ



ると思う。自立した生活と社会参加を行うため、また、高齢化による独居世帯の増加に対応

するために不可欠な情報源だが、現時点では、情報提供施策が非常におくれている。次に、

音声コードについてふれたい。音声コードとは、ＳＰコードが一般的だが、ＱＲコードに似

ており、２cm 四方の中にデジタル化された文字情報が 800 字埋め込まれ、専用の活字文書

読み上げ装置にかざすと電子音声に変換するシステムである。そこで、政府の 20 年度補正

予算における視覚障害者等情報支援緊急基盤整備事業はどのような内容か尋ねる。 

△保健福祉局長 視覚障害者等情報支援緊急基盤整備事業は、視覚障がい者等の情報支援

の充実を図り、情報バリアフリーの一層の推進のため、市町村等に情報支援機器を整備する

ための補助を行う事業であり、対象となる機器は、視覚障がい者用の活字文書読み上げ装置

や拡大読書器などで、補助率は 10 割、補助額は１市町村当たり 100 万円以内となっている。

なお、本市では、本事業を活用し、活字文書読み上げ装置、拡大読書器等の購入のほか、各

区役所に点字ラベルライター、聴覚障がい者用筆談磁気ボードをそろえている。 

◯松野委員 平成 15 年に音声コード活用の活字文書読み上げ装置が日常生活用具に指定さ

れ、視覚障がい者に音声情報を紙で提供できる環境が整いつつある。さきに鳩山政権が厚生

労働省も含めた補正予算を一時凍結し、執行見直しを行ったが、前政権が立案した視覚障害

者等緊急基盤整備事業の 13 億 5,000 万円は執行停止することなく実施されている。音声コ

ード導入に際し、自治体、団体向け研修事業を行っている日本視覚障がい情報普及支援協会

が行った研修実績について尋ねる。 

△保健福祉局長 ＮＰＯ法人日本視覚障がい情報普及支援協会が行った自治体等に向けた

研修実績については、17～20 年度の４年間で 105 団体、4,495 人の研修実績があり、主な

研修受講団体は、大阪府、名古屋市、千葉市などである。 

◯松野委員 活字文書読み上げ装置の普及台数は約 5,000 台と言われているが、現在、ＮＴ

Ｔドコモ、ａｕなど携帯電話会社が携帯電話による活字文書読み上げ機能の開発中であり、

およそ１年後を目途に、読み上げ機能が付加された携帯端末が供給されるところまで来て

いる。この携帯端末を利用すれば、視覚障がい者や小さな字が読みにくい高齢者、非識字の

人まで音声コードで情報を取得できることになる。そこで、本市の音声コードについての認

識を伺うとともに、本市で今後、視覚障がい者への施策推進に際し、関係部局、職員間で共

通認識を有するため、まずは国の基盤整備事業を活用し、研修会を開催すべきだと思うが、

所見を伺う。 

△保健福祉局長 音声コードは、漢字を含めた活字文書を約 800 文字格納でき、音声コー

ド作成ソフトにより作成するもので、本市では音声コードを読み取る活字文書読み上げ装

置を日常生活用具として給付しており、今後、音声コードの活用が見込まれるものと考えて

いる。また、研修の実施については、関係職員を対象とした研修会の活用などを検討してい

く。 

◯松野委員 国においては、ねんきん特別便の封筒にＳＰコードと言われる音声コードが

既に添付されている。封筒には突起がついており、視覚障がい者はこの突起でＳＰコードが



ついていることがわかり、封筒に書いてある内容を活字文書読み上げ装置で読み取ること

になる。視覚障がい者は郵便物が来てもその内容がわからないが、ＳＰコードがついている

ことで、開封して確認しなければならない内容かがわかることになる。悪質業者からの郵便

物も多くあり、このコードが非常に重要になってくる。国でも対象者が非常に多い封筒にＳ

Ｐコードがつけられており、本市でもできないことはないと思う。東京都では 2008 年にす

べての都立病院の薬の説明書に音声コード、ＳＰコードが添付されている。本市の市立病院

においても、サービス開始に向けた取り組みをぜひ要望しておく。広島県では 21 年度から

国の制度を活用して基金を創設し、県が発行するイベントチラシ約 30 種と視覚障がい者へ

の身体障害者手帳の交付決定通知書にも原則としてすべてにＳＰコードをつけており、県

庁の各部局や８区役所の窓口に活字文書読み上げ装置が設置されている。活字文書読み上

げ装置は１台約 10 万円で、非課税世帯は負担がないものの、それ以外の対象者は公費を利

用しても１万円負担と高額なため余り普及していない。本市でも早急に音声コードを導入

し、活字文書読み上げ装置をせめて各区役所の窓口に設置するよう強く要望しておく。次に、

視覚障がい者の就労について尋ねるが、本市職員のうち視覚障がい者の就労状況はどうか。 

△総務企画局長 本市職員における視覚障がい者の就労状況については、身体障害者手帳

の交付を受けている者としては現在８人を任用しており、区役所における税や福祉関係の

業務、施設における庶務・経理等の業務に従事している。このうち重度の障がいがある職員

については、パソコンを活用したデータ整理の業務等に従事している。 

◯松野委員 視覚障がい者の一般的な職種は、はり、きゅう、あんまなどが多く、選択の幅

は非常に狭いままである。町田市では視覚障がい者に音声コードつきのハガキサイズの広

報を提供しているが、音声コードが表と裏に４つずつついており、6,400 字分の情報が入っ

ている。町田市はこの広報の制作を社会福祉法人日本盲人会連合に委託をしており、世田谷

区でも一部委託をしている。このように情報だけでなく、就労のユニバーサルデザイン化も

図られるべきと思うが、本市において、障がい者関連施設においてパソコンの訓練事業を行

っているところはあるのか。あれば、その実績を尋ねる。 

△保健福祉局長 現在、視覚障がい者に対するパソコン講習は、心身障がい福祉センターや

本市所在の国立福岡視力障害センターで行われており、いずれもメールやインターネット

の利用などのコミュニケーション手段としての講習が行われている。このうち心身障がい

福祉センターにおける 20 年度の実績は 33 人である。 

◯松野委員 昭和 51 年に開設された東京都の社会福祉法人日本盲人職能開発センターは、

パソコン訓練や講習会、相談事業を行う法人本部事業と、約 40 人の視覚障がい者がパソコ

ンを使ってテープ起こしを行う授産施設である東京ワークショップの２本立てで構成され

ている。同センターでは、業者と共同で開発したフルキー六点漢字入力という音読みと訓読

みを組み合わせ、専用のフットコントローラーで再生する音声ファイルを聞きながら文字

入力を行うシステムを構築しており、入力のスピードは私よりはるかに速く、とにかく個々

人のスキルの高さに大変驚いたところである。この事務処理には欠かせないパソコン実務



訓練を、毎年新規で５～10 人募り、１年間訓練を行っている。訓練手当が支給される訓練

コースには、遠く沖縄から都内に部屋を借りて自活しながら毎日通った人もいたそうであ

る。６～20 年度までに訓練を修了した 118 人の進路は、新規就労 60 人、継続就労 39 人、

自営１人、進学８人、その他 10 人というすばらしい実績である。企業の人事採用担当者も

実際に視察に来て、実務能力の高さに安心し、訓練生を採用することも多々あるとのことで

ある。2009 年２月に障がい者施設などに対し、官公需の発注を配慮するよう厚生労働省か

ら地方公共団体に通知が行われているようだが、その詳しい内容と、それを受けての本市の

取り組みの現状を尋ねる。 

△保健福祉局長 障がい者福祉施設等への官公需の発注に関する厚生労働省の通知の内容

については、障がい福祉施設などに対する官公需の発注について、取扱品目を十分把握し、

庁用物品や各種行事や大会等における記念品としての活用や、物品購入のみならず、各種役

務の提供についても積極的な活用を図るなど、特段の配慮をするようにとの内容である。ま

た、この通知を受けての本市の取り組みについては、14 年度から、障がい者施設からの物

品購入については 160 万円以下、役務の提供については 100 万円以下の範囲内で、各所管

課が施設と直接随意契約ができる制度を実施していたが、21 年度から、原則、金額にかか

わらず契約が行えるよう制度改正を行っている。また、各局・区に対して施設の情報を提供

するとともに、積極的な活用について働きかけを行っており、今後とも発注促進に取り組ん

でいきたい。 

◯松野委員 日本盲人職能開発センターでパソコン訓練を終えた人の多くが、東京ワーク

ショップでテープ起こしに移行し働いている。20 年度のテープ起こしの受注実績約 9,970

万円、利用者工賃総額 5,339 万円、平均月額工賃 10 万 2,000 円であり、月に二十数万円の

高収入を得る人もいる。また、テープ起こしの 20 年度の受注別実績は、厚生労働省や総務

省などの官公需約 5,000 万円、官公庁の外郭団体 1,200 万円、民間企業 2,900 万円、各区広

報 650 万円である。本市でも、会議録、委員会記録、審議会記録等の文書化について、視覚

障がい者へ事業発注できる環境整備の推進を要望しておく。本市においても、視覚障がい者

への職業訓練として、視覚障がい者の利便性向上と就労機会の拡大を目指して、パソコン実

務訓練受講のための環境整備を積極的に推進すべきと思うが、所見を伺う。 

△保健福祉局長 視覚障がい者のパソコンの実務訓練等については、ＩＴ化が進む現状に

あって、パソコンを活用した就労機会の確保が期待されることから、視覚障がい者の団体等

と一緒に、どのような支援がよいのかということを検討していきたい。 

◯松野委員 本市にある大手ゼネコン九州支店勤務の藤田さんは、2004 年に建設現場の進

行管理として勤務中に、重さ６kg の鉄パイプの落下直撃を頭部に受け、両眼破裂により完

全に失明したが、３年間の休職中に、柳川リハビリテーション病院、国立福岡視力障害セン

ター、大阪の日本ライトハウスなどで病気療養、社会復帰への生活訓練を経て、本人の血の

にじむような努力によりパソコン実技を修得し、2007 年に見事に現職に復帰している。現

在は支店内で購買業務を担当しており、また、同じ悩みを持つ視覚障がい者とともに支援活



動にも積極的に参加している。ＮＰＯの報告資料によると、「事故に会社が責任を感じたか

ら復職に積極的だったのですか？」との問いに対し、上司は「担当者が視覚障がい者がパソ

コンを駆使していた訓練の様子を自分で見学し、これなら事務職として仕事に復帰ができ

る。と確信したからであって、決して本人に同情してあるいは事故に責任を感じたからでは

ありません。」と語っている。会社復帰に際して、藤田さん本人の相当の努力と強い意志、

あわせて会社と社員や同僚の温かい励ましと理解があったことは言うまでもない。しかし、

本人の意志も努力の成果も、闘える環境があってのことである。本市においても、視覚障が

い者へのパソコン実技研修の機会拡大と環境整備をぜひとも進めてほしい。現下の厳しい

景気の中、障がい者にとって現実はさらに厳しく、就労の機会均等に一歩でも近づく努力を

本市が障がい者に寄り添いながら積極的に取り組むべきである。そして、社会が情だけでな

く、本人の実務能力を正当に評価した上で雇用し、障がい者が自分の能力で自信を持って就

業希望できる環境整備が極めて重要だと重ねて述べておく。過日訪問した世田谷区では、21

年度に策定した第２期障害福祉計画の中で視覚情報のユニバーサルデザインの見直しを検

討しており、カセットテープや点字の情報提供にあわせ、ＳＰコードを添付した会議資料、

障がい者施策一覧、障がい者のしおり、各種イベント案内を配布している。また、今後、イ

ンターネットホームページでの情報提供も企画中で、さまざまなツールによる情報提供を

推進していた。今後、国や各自治体が行う視覚障がい者への情報提供に際し、音声コードな

ど情報のバリアフリーのスタンダード化が進んでいくと予測される中、本市でも、住民税な

どの個人情報や各種証明書発行に必要な手続の通知や選挙に際しての選挙公報など投票意

思決定に必要不可欠な情報にも音声コードを付加すべきである。最後に、視覚障がい者の就

労と社会参加推進のための情報のバリアフリー化の促進について、市長の考えと決意を伺

い、質問を終わる。 

△市長 視覚障がい者は、本当に日常生活も大変であると認識しており、本市でも、市政だ

よりの点字化・音声化を初め、パソコンの講習も実施している。先日、視覚障がい者が、目

が見える人よりもっと速くパソコンを操作できるのを見て驚いたところであり、障がいを

克服していくために、本当に技術も寄り添ってきていると実感している。日本盲人職能開発

センターについては、初めて耳にしたが、すばらしい取り組みであり、参考にしたい。情報

のバリアフリー化については、より強力に取り組んでいく必要があると考えている。 

 


